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マイナンバー制度の概要 ～社会保障・税番号（マイナンバー）制度とは？～

注目トピックス

公平・公正な社会の実現、手続きの簡素化による国民の利便性の向上、行政の効

率化を目的として、「社会保障・税番号（マイナンバー）制度」が実施されます。

厚生労働省も、社会保障分野への社会保障・税番号制度の導入に向けて、事業主

の皆様への周知活動を始めています。

いずれ対応しなければならない問題ですので、概要を知っておきましょう。

2015

 国民１人ひとりに唯一無二の番号（マイナンバー）を配付し、その番号によって複数の行政機関に存在
する個人の情報を正確に連携させるための新しい社会基盤です。

 平成 27 年 10 月から、国民の皆さま一人一人に「個人番号」（＝マイナンバー）が通知されます。

 平成 28 年１月から、社会保障、税、災害対策の行政手続で「個人番号」を使うこととなります。

 民間事業主の方についても、従業員等に関する社会保険の手続や、税の手続きで、個人番号を取扱う
ことになります。

実施までにまだ期間はありますが、将来的には、社会保険や税の手続き等において、事業主の皆様が、

従業員等の個人番号を取り扱うことになります。法律上、事業主の皆様は、「個人番号関係事務実施者」

とされ、情報漏えいなどについて、一定のルールを守る必要が生じます。

今後も、注意点などを紹介させていただきます。

※法人番号……

マ イナ ンバー制

度の実施にあた

り、「個人番号」と

ともに、「法人番

号」も必要となり

ます。今後、法人

等に対して、１法

人に１つの法人

番号が、書面で

通知されます。

内閣官房「マイナンバー
広報用ロゴマーク」愛称
マイナちゃん

<民間企業における番号の利用例> 内閣官房資料より

１００％ WOOL

今年もホットな情報をお届け



＜無期転換ルールの概要＞

同一の使用者との間で、有期労働契約が反復更新され、契約期間を通算した期間が５年を超える労働者が、無期

労働契約の締結の申込みをしたときは、使用者は無期労働契約に転換しなければならない（平成 25 年４月１日以

後に締結した有期労働契約が対象）。

                            ※契約期間が１年の場合

㊟ 有期労働契約と有期労働契約の間に、同一使用者の下で働いていない期間（空白期間）が一定の期間（原則として６か月）

以上あるときは、その空白期間より前の有期労働契約は５年のカウントに含めない。

この無期転換ルールについて特例を設けるために、「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措

置法」が制定され、平成 27 年４月１日から施行されることになりました。概要は次のとおりです。

特例の対象者
特例の効果（特例の対象者について、次の期間は、無期転換

申込権が発生しないこととする）

①

「５年を超える一定の期間内に完

了することが予定されている業務」

に就く高度専門的知識等を有する

有期雇用労働者

５年を超える一定の期間内に完了することが予定されている業務

（いわゆるプロジェクト業務）に就く期間〔上限：10 年〕

→５年を超える有期のプロジェクト期間中は、対象労働者につい

て、無期転換請求権は発生しない〔ただし、10 年が限度〕

②
定年後に有期契約で継続雇用され

る高齢者

定年後引き続き雇用されている期間

→定年後引き続き雇用されている期間中は、対象労働者について、無

期転換請求権は発生しない

平成 25 年４月１日に施行された労働契約法の改正により、有期労働契約の更新を繰り返す労働者を

保護するために、いわゆる「無期転換ルール」が導入されました。

有期労働契約の無期転換ルールについて、特例を制定最新情報

◆あとがき◆ 本年も何卒よろしくお願いいたします。本事務所通信でお伝えした「マイナンバー」については事務手続に大

きな変更をもたらします、今後も随時情報をお伝えいたしますのでご注意ください。

無期転換ルールの導入により、特に定年退職後の高齢者について、無期転換申込権が発生する直前に企業

側が雇止めをする懸念があり、かえって有能な高齢者の安定的な雇用が難しくなるとの問題点が指摘されて

いました。この特例により、定年退職後の高齢者の方の有期契約による再雇用等について、無期転換ルール

を気にしなくてもよいことになりましたが、特例の適用を受けるためには、所定の計画を作成し厚生労働大

臣の認定を受ける必要があります。

無期転換ルールの特例（対象者と効果）

契約期間が通算５年

１年 １年 １年 １年 １年 １年 無期契約
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1/10 ●一括有期事業開始届の提出（建設業）

主な対象事業：概算保険料 160 万円未満でかつ請負金額が 1 億 9000 万円未満の工事

●12 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税額の納付

1/20 ●源泉所得税の特例納付（7 月～12 月分）

1/31 ●12 月分健康保険料・厚生年金保険料の支払

●労働保険料の納付（延納第 3 期分）

●労働者死傷病報告書の提出（休業 4 日未満の 10 月～12 月の労災事故について報告）

●税務署へ法定調書（源泉徴収票・報酬等支払調書・配当・剰余金の分配支払調書・法定

調書合計表）の提出

●市区町村への給与支払報告書の提出

●11 月決算法人の確定申告・5 月決算法人の中間申告

●２月・５月・８月決算法人の消費税の中間申告

お仕事
カレンダー

1 月


